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○公用請求は件数が膨大であり、複数回要する場合もあることから、

所有者等の現住所の特定に時間を要する上、事業実施者等（地方

公共団体等）にとっても、対応する市区町村にとっても負担となる

①所有者不明土地法(注)に基づく土地所有者探索事務

②森林法に基づく林地台帳作成事務 等※

を行うために、住民票の写し等について、地方公共団体

間での請求（公用請求）や、申請等での添付が必要

住民基本台帳ネットワークシステムを
利用することにより、
○公用請求が不要に
○住民票の写し等の添付が不要に

住民基本台帳ネットワークシステムを利用できる事務に
所有者不明土地法等に基づく事務を追加

事業実施者等
（地方公共団体等）

公用請求

住民票の写し等の交付

所有者等の現住所を速やかに
特定する必要がある

所有者等が不明の土地

（注）所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法(平成30年法律第49号)

住民基本台帳法

※上記の事務のほか、①不動産登記法、②表題部所有者不明土地の登記及び
管理の適正化に関する法律、③農地法、④農地中間管理事業の推進に関す
る法律、⑤森林経営管理法に基づく事務などについても、所有者不明土地対
策として住基ネットの利用を可能とする。

市区町村

○申請等の添付書類として住民票の写し等が必要とされる場合も、

住民票の写し等を交付する市区町村の事務負担となっている。

○所有者等の現住所の速やかな特定が可能となり、
各事務の円滑な実施に寄与

○市区町村では、公用請求への対応や住民票の写し等の
交付に係る事務が減少し、行政事務が効率化

○申請書類等の削減により、
申請等の手続負担が軽減

所有者不明土地対策に係る住民基本台帳法改正案の概要
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